
観光課主催の観光懇談会というのを去年とこと

しとやったようですが、２回ほどやったと思い

ますけれども、どうも中途半端でないかという

ふうな批判が来ているようです。私もいろいろ

聞きますと、本当に中途半端な会になっている

ような、私も入っていませんけれども、気がい

たします。 

このままその観光懇談会を続けていくのか、

また、観光協会は大幅な改革、事務局改革をし

たわけですが、観光係３名の体制はこのままで

推移していくのか、ひとつ市長、そこら辺お答

え願います。 

○佐々木謙二副議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 ＣＭ大賞等については、ご要望

の趣旨をよく理解して、積極的に取り組まさせ

ていただきます。 

懇談会等につきましても、いろいろ工夫しな

ければいけないというふうに思っておりますし、

市の体制もしっかりと強化するという方向で考

えていきたいと思います。 

 

 

  内谷重治議員の質問 

 

 

○佐々木謙二副議長 次に、順位12番、議席番号

２番、内谷重治議員。 

  （２番内谷重治議員登壇）（拍手） 

○２番 内谷重治議員 今３月定例会では、会派

代表質問も含め12名が質問に立ちました。目黒

市長の６年目、財政再建５カ年計画の仕上げの

年に当たる平成17年度の施政方針に対する質問

を中心に大変な激論が交わされた議会だったと

いうふうに思います。 

主な論点としましては、行財政改革や協働の

まちづくりの推進施策について、また、市町村

合併についてや今後の合併についてのスタンス、

観光行政のあり方等々であったというふうに思

いますが、とりわけ私の所属いたしますフォー

ラム21では、今定例会についても会派全員が質

問に立ちまして、財政再建５カ年計画後の長井

市の自立計画を中心に提言し、一定の成果を上

げてきたものというふうに思います。 

私が最後ということで、私の通告しておりま

すすべての項目で質問が重複し、ほぼ議論は尽

くされたと思いますが、幾つかの点でさらに若

干の議論を深めていきたいと考えておりますの

で、当局におかれましては明確かつ真摯なご答

弁をお願いするものであります。 

さて、私の通告しております平成18年度から

の自立計画策定に向けて、「行政・市民・企業一

体の活力再生を」についてでありますが、この

場合の行政は市役所を指しておりまして、市民

については市民公益活動、すなわち協働のまち

づくりを、企業とは商業、農業などの個人事業

者を含めた民間企業の産業全般を指しておりま

す。 

今、なぜ自立計画の必要性を我々会派は繰り

返し繰り返し申し上げているのか。会派代表の

蒲生光男議員も触れられましたが、市町村合併

をしないから自立計画を立てなければならない

と、そういった狭義の意味での自立計画策定で

あってはならないというふうに思います。我が

長井市にとっては、ポスト財政再建５カ年計画

でありますし、何よりも、今国が進めようとし

ている、明治維新以降確立してきた日本という

国のかたち、中央集権国家から、地方分権を認

めた緩やかな中央集権・地方連邦国家的なもの

に対応できる地方自治体づくりなのだと私は考

えております。 

今定例会での鈴木武次議員の質問で目黒市長

が、将来的には西置賜の市町村が一つになり、

やがて米沢東南置賜を含めた置賜の市町が合併

することが望ましいと答弁されましたように、

道州制を見据えた新しい国のかたちにこの置賜

地域のアイデンティティーを維持するためには、
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置賜３市５町の合併は避けて通れないと考えて

おります。この合併の過程の中で長井地域の優

位性、独自性を確立するために長井市は自立計

画を策定し、置賜３市５町をリードする立場に

立てるよう戦略を構築すべきだと私は考えてお

ります。 

かねてから市町村合併の議論の際に、一般論

としてでありますけれども、幕藩体制の300諸侯

ぐらいを一つの独立とした自治体とすることが

望ましいという考えがありましたが、市制施行

50周年を迎えた我が長井市が次の50年に向かっ

ての将来ビジョンは、この置賜地域でリーダー

シップのとれる立場を揺るぎないものにするこ

とであると考えるものであります。「ローマは一

日にして成らず」のことわざの例えのように、

長井市も一つ一つの先進的な施策の積み重ねに

より未来永劫にわたり輝ける地域としての基盤

をつくり上げ、私たちの次世代に、そして子々

孫々にわたり誇れる我が長井を残してあげたい

ものであります。 

幸いにも長井市の行財政改革は、目黒市長の

強力なリーダーシップと市民の皆様のご協力、

職員や議会の理解と協力によりまして、置賜地

域はおろか県内でもトップ、全国でもトップク

ラスの成果を上げてきました。今こそさらなる

ステップアップを目指し、また一歩踏み出すと

きではないでしょうか。 

それでは、事前に通告してあります項目に従

いまして順次質問してまいります。 

まず最初に、市役所活力の再生について、助

役、総務課長にお伺いいたします。 

目黒市長になって７年目に入りましたが、こ

の間、目黒市長初め市四役の適切な施策の遂行

と幹部職員の懸命な努力により市役所全体の活

性化が図られ、また、職員の意識改革も大変進

んできたというふうに思います。このたび議案

として上程されております職員給与の改正案は、

全国の地方自治体の多くで慣例となっておりま

す「わたり」を廃止し、適切な職務職階制度を

導入するというものであり、国が国家公務員給

与のあり方を検討している昨今の現状にありま

して、極めて先駆的な画期的な改革案であると

いうふうに大いに評価するものであります。市

当局のご努力とともに、市職員労働組合の理解、

ご協力にも敬意を表するものであります。 

一方で、今後は職能と責任の度合いに応じた

給与制度になることから、仕事や能力に対する

公正で適正な人事評価制度が極めて重要になっ

てくると考えますが、現在の評価制度の実情と

課題、今後の方針についてお伺いいたします。 

また、⑵の職員の自己研さん・研修制度のあ

り方につきましては、財政再建中でありお金を

かけられない状況にあるという現状でございま

すので、人材育成のための能力開発研修制度は

人事評価と一体ではありますが、次年度以降ど

のような方針で臨むのか。さらには、市民から

の行政評価も人事評価システムの中に生かされ

るべきであり、そのためにも、職員の能力を十

分に引き出し、効率的で効果的かつ機動的な組

織機構のあり方も検討されるべきであると考え

ますが、いかがでしょうか。今定例会での大道

寺議員の質問でもグループ制や大課制の答弁が

ありましたが、改めてお伺いいたします。 

なお、この人事評価制度につきましては、昨

年の３月定例会において、大道寺議員から人事

評価、管理制度全般にわたる質問とともに行政

評価システムまでも包含した実に的を射た質問

がなされておりますが、この中で長谷部助役か

ら平成16年度については職員の目標管理を基礎

とした行政システムをつくっていきたいとの答

弁もありましたので、その進捗状況についても

お伺いしたいというふうに考えております。 

 次に、２番目の市民公益活動の推進について、

企画調整課長にお伺いいたします。 

協働のまちづくりにつきましては、フォーラ

ム21の代表質問で大道寺議員から詳しく論点を
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絞り込んだ質問がなされていましたし、代表で

あります蒲生光男議員からも地域版協働のまち

づくりとしての提言、町田議員からは地域安全

推進条例の視点からの協働のまちづくりの提言

などがありましたので、私からは、これから市

民に広く協働のまちづくりに参画していただく

ためのルールづくりの前提となる「協働」を進

めるための市の基本的な考え方をお伺いしたい

というふうに思います。 

私は、さきの12月定例会において協働のまち

づくりを推進するための憲法となるまちづくり

基本条例の進捗状況をお伺いいたしました。現

在は、男女共同参画の基本計画を優先させ、平

成17年度にまちづくり基本条例の具体的な作業

に入りたいとの中井企画調整課長の答弁でした

ので、このたびの質問では、17年度からの具体

的な策定手順は、いろいろな手法、考え方はあ

ると思いますけれども、市民に広く協働のまち

づくりを認識してもらうための啓蒙活動を再度

徹底すべきとの視点から質問いたします。 

基本条例はまちづくりの憲法で基本となるも

のでありますが、協働のまちづくりは17年度予

算にも反映され、もう既にどんどん進んでおり

ますので、大道寺議員から提言ありましたよう

に、まず協働を推進するためのルールづくりを

優先させ、ガイドラインをつくるべきと考えま

す。 

そして大切なのは、協働のまちづくりの概念

をどのように定義づけるのか、また市民公益活

動の定義、これも、市民公益活動はどういった

ことなのかということもまずきちっと確認しな

ければいけないというふうに思います。そして、

そのガイドラインを早期に作成すべきとの点に

ついてお伺いいたします。 

なお、⑵の市民公益活動の基本方針について

と⑶のまちづくり基本条例策定の手順と進捗状

況につきましては、前の２日間の議論で十分な

答弁をいただいたというふうに思いますので、

重複を避けるため割愛させていただきます。 

最後の項目になります。３番目の産業活力の

再生について、市長と企画調整課長にお伺いい

たします。 

少し大上段から構えた話になりますが、今、

日本の東証一部に上場しているような大企業の

多くは、ここ数年来、会社創業以来の空前の経

常利益を上げているというふうに言われていま

す。しかしながらその利益の大部分を、一方で

はアメリカなどの外国債の購入に充て、他方で、

上げた収益での再投資、設備投資については中

国などの東南アジアに当てられ、肝心の日本国

内には設備投資、再投資されないことから日本

の内需拡大は一向に進まず、結果として、経済

的な閉塞感は下請中小企業が圧倒的に多い地方

になればなるほど深刻なものになっていると私

は思います。長井市の産業振興について目黒市

長は、私に対する一般質問の幾度かの答弁でも、

またこのたびの施政方針でも、長井はものづく

りのまちであり、今後とも製造業を核として商

工会議所を中心とした企業連携を進めながら活

性化を図りたいとしております。 

この春卒業の長井工業高校の地元希望就職率

もほぼ100％ということでありますし、地元企業

のご努力には頭が下がります。現状において市

がとるべき施策として正解であるということは

もちろん私も考えておりますし、主管課である

商工観光課、農林課などもよく頑張っていただ

いているなと感謝しているところであります。

しかし、昨日の藤原議員の質問にあったように、

市民の暮らしはまことに苦しく、ますます厳し

さを増しているのも現実だと思います。昨年末

あたりからことしにかけて長井市内の中堅企業

の倒産や自己破産などが相次いでおります。業

種も多岐にわたり、大変深刻な状況だというふ

うに思います。 

長井市を含めた置賜地域は、情報通信機械関

連の製造業の集積率が東北でも有数の地域であ
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り、農業についても、米の食味ランキングで常

に全国のベスト５に入るような米どころ、畜産

も盛んであることはご承知のとおりです。しか

し、製造業の、あるいは農業の経営戦略を決定

する機能は中央に依存せざるを得ない構造にな

っており、経済のグローバル化が進展している

現在、あるいは国の財政事情悪化から、公共事

業による地域経済の振興は望めない現状であり

ます。今、地域経済は地域の意思とは無関係に、

中央の意向に、あるいは大企業の意向に大きな

影響を受けることは避けて通れません。私は、

地域みずから地域戦略を構築し事業展開してい

く、自立した地域産業を形成しなければならな

いと考えております。 

質問の⑴新しい価値をつくり出す活力あるま

ちを推進するための市長の基本方針は、具体的

にどのようなものなのか。そして、市内産業の

現状をマクロの視点からどのように把握・分析

し、どのような課題があるのか、市長の見解を

お伺いしたいというふうに思います。 

次に、⑵の県・置賜グランドデザインに対応

する市の施策について、企画調整課長にお伺い

いたします。 

県が総合支庁制度をとってから４年目になり

ますが、地域の産業活力を図るためには、三位

一体改革の最中とはいえ、国、県の補助制度等

をうまく活用していくことが必要不可欠であり

ます。もちろん長井市においてもそれぞれの主

管課で、国、県からの情報収集や連絡を密にし

て、市の基本方針、実情に合った補助制度を展

開していることと思います。 

一方で、置賜総合支庁が取りまとめておりま

す置賜地域グランドデザインに対しては、市役

所庁舎内でどのように情報交換し整合性を図っ

ているのか、また、産業振興の分野、製造業や

農業、観光の活力再生等で県のプロジェクトを

どのように生かしているのかお伺いしたいとい

うふうに思います。 

最後になりますが、⑶の住んでよし、訪れて

よしのまちづくりを推進するための若干のご提

案をさせていただきたいというふうに思います。 

 私は、昨年の９月定例会において、中心市街

地の活性化を図るためには本町中央の街路事業

だけでは不十分であり、文教の杜や中央地区の

歴史的建造物などを含めたまちなみ景観やフッ

トパスなどを有機的に結合させて、加えてフラ

ワー長井線を観光資源としてとらえながら、既

存のあやめ公園やつつじ公園、商店街一体のコ

ンセプトによる活性化策を検討すべきであると

提案いたしました。このコンセプトとして、「住

んでよし、訪れてよし」のまちづくりを推進し

ていただきたいというふうに申し上げてまいり

ました。 

 このたびの市長の施政方針で触れられており

ます「立ち寄る人が喜び、住んでいる人が愛着

を持って暮らせる中心市街地づくり」というの

は、私が申し上げたコンセプトと基本的に同じ

概念であるというふうに思います。市長の観光

振興や中心市街地の活性化に対する考え方に私

も全面的に賛成したいと思います。ぜひこれか

ら積極的に推進いただきたいと思います。 

 そこで、市長がおっしゃっているように、大

変なご苦労があってようやくこれから10年後の

夢を語れるような財政状況までつくり上げてき

たわけですので、まず中心市街地活性化基本計

画の策定と今後の長井市の新たな雇用創出とビ

ジネスチャンスを生む観光振興計画の策定にい

よいよ着手すべきだと考えますが、いかがでし

ょうか。 

やれ、自立計画を早急に策定すべきだとか、

あるいはまちづくり基本条例をつくれとか、私

や私の会派からはプランニングの催促ばかりで

ありますが、国や県などと小さな地方自治体の

能力の差、民間企業と小さな地方自治体の違い

というのは、私はこの企画立案能力の差にある

と考えます。かつて、今は亡き３代目齋藤市長
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は市役所を地域のシンクタンクにしたいとおっ

しゃっておりましたが、私も、今、最も地方自

治体に求められているのはこのシンクタンク的

機能であるというふうに思います。このことに

ついて目黒市長からのご見解をお願いいたしま

して、私の壇上からの質問を終了したいと思い

ます。ご清聴まことにありがとうございました。

（拍手） 

○佐々木謙二副議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 内谷議員のご質問とご提案にお

答えをしながら、私の思いも少し述べさせてい

ただきたいと思います。 

 まず、市産業の現状をどう分析するか、そし

てどういう課題があるのかというご質問でござ

います。 

長井市の産業の概況と変化について数字をし

っかりとらえながら上げてみますと、決してい

い数字ばかりではありません。例えば農業粗生

産額で見れば、平成６年には米が48億4,000万円

でありましたけれども、平成15年は28億4,000

万円というふうに６割近くに減少傾向にありま

す。野菜や牛乳は若干増加傾向にあるんですが、

ただし市場の価格は安定しているというわけに

はいかないようであります。 

工業につきましても、平成６年度と平成15年

度を比較しますと、1,000億を売り出していたの

が600億前後と約38％の落ち込みが見られます。

やはりこれはマルコン電子等、電子部品、電機

機械の分野の構成される産業の生産の減少、あ

るいは整理された企業の影響だと私は思ってお

ります。商業も、平成６年度と平成15年度の販

売額を比較しますと約18％の落ち込みとなって

おります。 

長井市は長井だけではなくて、飯豊、白鷹の

皆さんも相当長井市においでになっていると、

お買い物をしておられたわけですが、おのおの、

長井市もそうでありましょうが山形や仙台に、

あるいは白鷹なんか特にそうでしょう。それか

ら飯豊もそれなりにやはり遠くの方に拡散をし

ておりまして、こういった落ち込みがあると思

っております。 

サービス業全体で見ますと、従業者数では医

療福祉系の産業従事者の方は伸びていらっしゃ

います。また、情報通信産業、教育学習支援事

業も若干伸びているというふうに思っておりま

す。 

各産業の課題でありますが、農業も大きく言

えばものづくりということを考えますと、農業

自身も、特に20年前あたりから比べるとはるか

に変わってきているような気がいたします。い

わゆる第２種兼業で、土日の百姓で、そしてふ

だんは働いていらっしゃるというのが一番安定

していたというのが20年ぐらい前、昭和50年代

前半ぐらいだったと思いますが、今やはり農業

をしていらっしゃる方は、それぞれ腹を据えて、

担い手と言われる方を中心に農業を専業でやっ

ていらっしゃる方の方がはるかに実績を残され

ておりますし、それなりに頑張っていらっしゃ

ると思います。例えて言えば、20年前、大変米

では厳しかった伊佐沢の皆さんが、果物もホッ

プも、あるいはいろんなブドウ苗等も、あるい

は畜産等も果樹等も、いろんなものを組み合わ

せられて、しかも自分たちで今度は直売所をつ

くられて400万から、400万、1,200万、2,200万、

3,400万、そして5,000万売り上げられると。あ

るいはブドウ苗等は外国にも出荷されておられ

るというので、やはりしっかりと農業一本で食

べていらっしゃる方が非常に多いと。 

そういう例は、例えば歌丸の里なんかもそう

でしょうね。米、大豆、肉牛等と組み合わされ

てしっかり頑張っていらっしゃいますし、それ

ぞれに、致芳の色摩さんなんかのあのキュウリ

なんかも非常に市内外からお買いになられるわ

けですし、花をつくっていらっしゃる方もいる

と。草岡ハム等もそうですが、いろんな副業的

にその農業全体でやっていらっしゃる方が私は
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伸びてきている、しっかりしてきているという

ふうに思います。 

やはり国の方針も、これからは農業の担い手

の方を中心に地域の生産額を上げていく。でき

れば輸出もしたいというふうに農林水産省等も

言っておられますし、まずそういった中で共通

するのは環境保全型農業であること。環境とや

はり調和しながら、農薬等は減少していく。そ

れから循環型農業であること。これはやはりレ

インボーなんかそうだと思います。生ごみも土

に返しますし、バーク堆肥もそうですし、ある

いは畜産堆肥も土に返していくというような環

境保全型農業であること。そして、直売所等に

見られるようにその土地のものであること。い

わゆる顔の見える農業というんでしょうか。こ

れはもう全国ではやはり直売機能として、内子

なんかは１億円売り上げておられるというお話

もお聞きしましたから…… 

 （「４億」の声あり） 

○目黒栄樹市長 ４億、それはじゃあ１カ所のあ

れだな、１億というようなことでありますから、

やはり顔の見える農業というか、その皆さんが

生産したということが、やはり安心・安全ある

いはブランド化につながっていくというような

農業であろうと思います。 

私はやはりそういった動きを見ながら、しか

し全体としては後継者難で荒廃地も全国的には

非常にふえているわけですから、長井市は余り

見えませんけれども、やはりそれでも減ってい

るわけですから、荒廃地がふえているわけです

から、後継者が減っているわけですので、他産

業からも参加をされたいという方は、この間特

区で見られたような方も受け入れていくという

ようにして私は農業というのをこれから応援し

ていきたいと、支援をしていきたいというふう

に思っております。 

 工業につきましては、やはりボーダーレス化

というんでしょうか、国際化というんでしょう

か、これでやはり、一時的な中国ブームは少し

去ったと思いますが、やはり公共的な、例えば

エネルギーとかそういうものはやはり中国等は

安いんですよね。東南アジア等も安いわけで、

それから人件費がもう全然違いますね。そうい

った意味で非常に厳しい動きだと思いますけれ

ども、私はやはり、中国だって今大変なやはり

問題を抱えているというふうにお聞きをしてお

りますし、これがやはり中国一辺倒になるとい

うふうには思っておりません。国内にやはりし

っかりと根をおろしてやっていくんだと。製造

業で、しかも中核部品をつくっていくんだとい

うような動きで頑張っておられる方、ここが一

番私は大事だろうと思っております。しかし、

いろんな発注形態、受注形態等も多様化してお

りますから、それこそ多少のやはりコーディネ

ーター機能を行政等もお手伝いをするような格

好で支援をしていきたいと思います。 

 商業・サービス業等につきましては、確かに

現在の、これも20年前とはかなりあれですね、

やはり駄菓子屋さんなりまちの商店の皆さんは

非常に厳しくなっている。極端な話、大規模店

舗とそれからコンビニエンスと、さらに金・土・

日・祭日やるという、ああいう限定的な商業等

がやはりだんだんだんだん主流になってくるの

ではないかと思います。そういった意味で、地

域の皆さんもやはり大いに工夫をしていかなけ

ればいけないし、生き残りも大変な時期だろう

と思います。 

 ただ、やはり長井は、ここにおいでになって

商売をしたいという方がいらっしゃるというだ

け私はいい地域なんだろうと思います。よその

皆さんもちゃんと受け入れてきたと、外に平等

であったというようなところも私は長井はいい

地域だと思いますから、やはりそういったもの

を受け入れていくということを考えていかなけ

ればならないのではないかと思います。 

 そして、最後にやはり観光業でありますし、
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これまでのように定住人口が望めないと。交流

人口だと。旅行に対する需要は非常に大きいと、

しかもすそ野が広いと。このことはやはり全国

との競争でもあるわけですが、我々の今住んで

いるところが、もちろん住んでいる皆さんが楽

しい、あるいはいいところだと。いろんな散策

路もありいろんなきれいなところもあり、おい

しいものもあり温泉もあり、さらに新たな観光

のフットパスや、あるいはいろんな、きのうも

お話ししましたようにスキー場等の通年施行と

か、通年にわたるようないろんなやはり魅力ア

ップを図りながらやっていかなければいけない

のではないかというふうに思っているところで

あります。 

 意は尽くせませんが、これ以上やると何ぼで

も長くなりますのでここでちょっと次に移らせ

ていただきますが、そこで、住んでよし、訪れ

てよしのまちづくりを推進するためにというこ

とでございますが、中心市街地の活性化計画、

それから観光振興基本方針あるいは観光振興計

画をつくるべきだというご提案であります。 

 中心市街地基本計画の策定につきましては、

本町中央まちづくり協議会や長井まちづくりＮ

ＰＯセンター、各商店街、商工会議所等で、ま

ちなかの資源の利用や消費者の視点、商業者の

視点を踏まえた、コンパクトで住みたくなるま

ち、行きたくなるまちを目指して議論を重ねて

おられます。これらの動向を見ながら、全体の

調整が必要となる時期には市も協働の立場でか

かわっていきたいと思っているところでありま

す。 

 観光等につきましては、やはり私は基本的に

は民間が主役だというふうに思います。それか

ら、いろんなやはり柔軟に対応しなければなら

ないところがある。さっきのような「スウィン

グガールズ」等の部分もありますし、新たなや

はり食をつくっていこうという動きもあります

し、民間の皆さんが主役でありますが、我々も

そこに住むライフスタイルが観光となるような、

いわゆる市民全体の観光の方向を定めるような

指針というんでしょうか、そういったものを今

後つくっていくという方が私は現実的ではない

かと。全体の方向は基本構想等で申し上げてい

るわけですし、やはり住民の皆さんの生きた、

何ていうんですか、変化に対応するその柔軟さ

とエネルギーというようなものが大事だと思い

ますし、余り計画を、内谷議員もご指摘のよう

でありますが、計画は余りにも細部までつくり

ますと、これは極端な話ですが、社会主義社会

というのは計画を余りつくり過ぎて、その数字

上合わせるためにパンが大砲になったというよ

うなところもあるわけでありますから、ソ連の

例でありますけれども。やはりそういったバラ

ンスをとりながら考えていかなければいけない

のではないかというふうに思っているところで

あります。 

 最後の質問につきましては、ご指定の関係課

長から、あるいは助役から申し上げたいと思い

ます。以上です。 

○佐々木謙二副議長 長谷部宇一助役。 

○長谷部宇一助役 市役所活力の再生についてと

いう形で４点ほどご質問がありましたので、ご

答弁申し上げたいと思います。 

 初めに人事評価の現状でありますけれども、

まさにこれは給与制度改革とセットでありまし

て、最重要課題という形で、まさに17年度のプ

ロジェクトの前半の大きな課題として取り上げ

ております。確かに人が人を評価するというの

は難しい状況がございますけれども、きのうも

市長からご答弁がありましたように、やはりト

ップになる人、管理職も含めてでありますけれ

ども、人を見る目とかそれから洞察力というの

はやはり私はすばらしいものを持っていると思

いますので、そういったものとあわせて客観的

にやはり評価できる制度を、ぜひ17年度の前半

にそれを確立をしていきたいと思います。 
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 16年度につきましては、その下地といたしま

して、常にやはり職員の方に関心を持っていた

だきたいという形で、管理職の皆さんに個人指

導記録票というものを作成いたしまして、常に

気づいたものについて記載をしていただくとい

う形でお願いをしております。なかなか１年の

最後に人を評価するというのは難しい状況があ

りますので、常にそういった記録票をもとに客

観的にやはり評価していただくということが大

事だと思っております。 

 それから２番目の自己研さん・研修制度であ

りますけれども、これはきのう髙橋議員にもお

答え申し上げましたけれども、やはり基本的に

は個人の人格形成なり、それから能力、それか

ら開発、こういったものについてはやはり自己

責任でやっていくということが大事だと思って

おりますけれども、やはりそれでできないもの

については、上司を中心とした職場研修なり、

それから職員研修所、そしてさらには派遣専門

研修といった体系的な研修が必要になってくる

と思います。これについても、やはり人材育成

の計画というものについても、17年度のプロジ

ェクトの後半になると思いますけれども、これ

を策定をしていきたいなと思っているところで

ございます。 

 それから３番目の機構の見直しでありますけ

れども、市役所が良好に運営しているというこ

とにつきましては、やはり総合性のある形態が

完成をされまして組織が良好に活動していると

いう状況だと思います。そういった意味では、

今市役所は良好に運営をしているのかなという

感じを持っておりまして、やはりこれを継続す

る必要があると思っております。 

 ただ、17年度につきましては、いろんな議員

の皆さんからご指摘ありました自立に向けての

事業の展開なり、それから市町村設置型の合併

浄化槽とか、それから収納率向上の取り組みと

かこういったものについては、それぞれセクシ

ョンを設けながら全庁的なプロジェクトをつく

りながらやった方がより効率的で効果的な結果

が出ているという状況もありますので、当面そ

れでもってやっていきたいなと思っております。 

 ただ、きのう、おとといですか、総務課長が

棚卸しの結果について報告しました。これにつ

いては三つに分類をしていきたいという形で、

行政がやる部分と、それから協働でやる部分、

それから市民の皆さんにお願いする部分という

形がありますが、さらに市長が200名職員体制と

いったこともありますので、そういったことが

明確になって方向性が明らかになった場合につ

いては、やはりその組織というものの見直しの

必要が出てくるのではないかと思っております。 

 それから４番目の目標管理でありますけれど

も、これは市の方針を受けて、それぞれの部門

でいわゆる政策の実施の計画を立てて、目標を

立てて今やっているわけでありまして、その目

標管理というものを各職場に求めておりまして、

その結果については総務課の方で取りまとめて

おりますので、結果については総務課長の方か

ら報告させるようにいたします。以上でありま

す。 

○佐々木謙二副議長 佐藤仁総務課長。 

○佐藤 仁総務課長 目標管理につきましては、

平成16年度の当初に各課の方から提出していた

だいております。15年度におきましては各個々

人ごとに目標設定していただきましてやったわ

けなんですが、16年度は課として、職場として、

それで課内全員が話し合いのもとに16年度の目

標を設定してくださいというふうなことでお願

いをしてまいりました。まだ年度末を迎えてお

りませんので、年度末迎えてないといってもあ

と、きょうが十何日ですか、３週間ほどしかご

ざいませんが、３月末にこの１年間を振り返っ

てみて、自分たちが設定した目標を到達できた

のか、達成できたのかと進捗率等について調査

するというふうなことにしておりますが、まだ
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各課の方から提出を求めていない状況でござい

ます。 

 なお、年度末に向けてこれはとるというふう

なことで進めておりますので、もし公表する機

会がございましたらお示し申し上げたいと思っ

ております。以上でございます。 

○佐々木謙二副議長 中井晃企画調整課長。 

○中井 晃企画調整課長 それでは私から、協働

のまちづくりの概念をどのような定義で位置づ

けているのかという点と、協働のまちづくりの

ためのガイドラインを早くという２点について

まずお答え申し上げます。 

 初めに、概念並びに定義についてであります

けれども、行政の業務といたしましては、住民

記録でありますとか税、あるいは公共施設の整

備、教育・福祉制度の実施といった面では、専

門的な分野を担っているという部分がございま

す。しかし、もともとまちづくりといいますの

は、そこで暮らす市民の協働作業から始まって

いるというふうに考えております。そういった

意味で、まちづくりは行政と市民が協働で進め

るというのが本来の姿であるというふうに考え

ておりまして、これが一番の基本になるという

ふうに思っております。 

今回の協働のまちづくりにつきましては、こ

れまで長井市では市民参加のまちづくりを進め

てまいりましたけれども、それを一歩進めまし

て、市民と行政がともにまちづくりを進めると

いうことを目標として今後進めていきたいとい

う考え方でございます。 

各分野ごとに見ますと、それぞれの課題や問

題はまだまだ出てくるかと思います。まず役割

分担を明確にいたしまして、市民の権利が明確

にされまして、また保障されること、また情報

が開示されるといったことが基本になるという

ふうに考えておりますけれども、協働のまちづ

くりは市民と行政側と一緒に進めていくもので

ありますので、今後の話し合いの中で長井に合

った協働のあり方でありますとか定義といった

ものも生まれてくるのではないかというふうに

考えております。その場合は、話し合いの中で

生まれました方針に従ったまちづくりを進める

べきであるというふうに考えております。 

また、ガイドラインの設定を早くというふう

なご意見でございましたけれども、昨日の市長

の話でも答弁がありましたけれども、まちづく

りのために、今行政で持っております業務につ

きまして３区分に分けるような分析をしている

ところであります。現状の把握を十分に行いま

せんとうまいガイドラインもできませんので、

まずは現状の把握といったことが必要ではない

かというふうに考えております。 

ただ、17年度の予算も間もなく動き出します

ので、当面は単独の課での判断ではなく、庁議

等によりまして調整を行った取り組みといった

ものをすべきではないかというふうに考えてお

ります。 

次に、県・置賜グランドデザインに対応する

市の施策といたしまして、どのように庁内で情

報交換、整合性をとり、各分野のプロジェクト

を生かしているかというご質問でございますが、

置賜のグランドデザインの中で30のプロジェク

トが上げられております。 

その30のプロジェクトの中では、長井のマイ

スター事業をもとにいたしましたものづくり実

践大学整備プロジェクトでありますとか、循環

型農業の安全・安心農産物生産プロジェクト、

桜回廊などの花を生かしましたプロジェクト、

まちなか創造プロジェクト、フラワー長井線活

性化プロジェクトなど、長井に関したものも数

多く出されております。 

総合支庁ができまして地域に軸足を移しまし

た運営方針がうまく働いておりますので、これ

らのプロジェクトにつきましても十分に長井と

整合性、連携をとった上で提案されております

ので、これからも連携しながら進めていきたい
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というふうに考えております。 

○佐々木謙二副議長 ２番、内谷重治議員。 

○２番 内谷重治議員 それぞれ大変丁寧に答弁

いただきまして、ありがとうございます。非常

に自分でも納得のいくような答弁をいただいた

なというふうに思っておりますが、何点かにつ

きまして再質問させていただきたいというふう

に思います。 

まず、ちょっと自分なりの感想でありますけ

れども、人事評価制度といいますかね、その前

に、昨年大道寺議員の質問、提言に対して目標

管理を16年度設けるということで、職員一人ひ

とりじゃなくて課全体といいますかね、職場で

当初に目標設定をしたということについては、

非常に素早い取り組みで大変頑張ってくださっ

ているなというふうに感謝申し上げたいと思い

ます。 

昨年、太田市に私ども会派で研修した際に、

太田市の方では、市長の施政方針に基づいてそ

れぞれの担当の課、いわゆる室なりそういった

ところで、それでは自分たちの所属課では、主

管課ではどういったことができるんだと、どう

いったことを目標としたらいいのかということ

を設定しながら、ＰＤＣＡといいますかね、そ

のサイクルを生かしながら１年間をきちんと検

証して次につなげるということをやってきたわ

けでありますけれども、早速それを実践いただ

いたということで非常に感謝申し上げたいなと

いうふうに思います。 

あと、話はいきなり細かい部分になるんです

が、職員の研修についてはそれなりにきちっと

した研修体系というのは持っておられるんだと

いうふうに思いますが、例えば私も職員として

11年弱勤めさせていただいたわけなんですが、

民間に行って一番苦労したといいますかね、民

間というのは厳しいなと思ったのは、実は電話

だったんですね。電話の対応の仕方といいます

か。それが、ここ数年、国あるいは県の機関が

非常によくなっているんですが、例えば学校も

すごくいいんですよね。まず、よく皆さんも学

校に電話されると気づくと思うんですが、受け

た人が自分の名前を言いますよね。これ、なれ

ないとおかしいようなんですが、目的あってか

けた人からすれば大変ありがたい話なんですよ

ね。責任持って、その電話した人の立場に立っ

てその目的を達成するためにいろいろ努力する

と。そういう姿勢が、市役所、残念ながら目黒

市長７年目になっても変わらないと思いますね。 

ですからやはり、こう言っては失礼ですけれ

ども、やはり緊張感が足りないのかなと。です

から私やはり民間で働いていて非常に厳しく思

ったのは、自分の電話一つで会社に対してもう

大変な損害も与えてしまうし、もしかしたら利

益につながる非常に貴重なものだと。今は電話

じゃなくてそれこそメールですとかいろんなツ

ールがあるわけでありますけれども、市民にと

ってみれば、市役所、やはり電話がまず第一の

窓口だということで、そういった部分の、細か

い部分ですけれども、職員研修といいますか、

その部分もぜひお願いしたいなというふうに思

います。この点、総務課長にご答弁いただきた

いと思います。 

○佐々木謙二副議長 佐藤仁総務課長。 

○佐藤 仁総務課長 今内谷議員からご指摘ござ

いました点で、市役所の職員でも相当名乗る職

員が出てきております。ただ、大変申しわけご

ざいませんが、私自身は名乗っておりません。

といいますのは、電話でいろんな資格講座のそ

の受講とかなんとかというようなことでよくそ

ういった勧誘が参るものですから、たまに居留

守を使うこともございます。そういったことが

なければ私も名乗りたいところなんですが、い

ずれにしましても、職員みずからが名乗るよう

なそういった方々も多く出てまいりましたので、

市全体として取り組むような方向性で考えさせ

ていただきたいと思います。 
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○佐々木謙二副議長 ２番、内谷重治議員。 

○２番 内谷重治議員 ありがとうございました。 

やはり名乗るというのはいろいろ問題がある

ケースもあるかもしれませんが、要は、電話の

相手の立場になって、市民の立場になってきち

んと対応していただきたいと。やはり、席を外

していますとか、あるいはちょっと出張ですと。

「いつ帰ってくるんですか」「わかりません」と。

これ、大体わかるんですよ、そういうふうに答

えるのはわかるんですけれども、やはりそこを

変えていかないと、やはり職員の意識を変えて

いかなければいけないのではないかなと。です

から、その現実的な対応についてはお任せしま

すけれども、やはり意識がまだ十分徹底してい

ないなというふうに思いますので、よろしくお

願いしたいと思います。これは答弁要りません。 

もう一つですが、協働のまちづくりについて

なんですが、おととい、昨日と市長の議員に対

する答弁をお伺いしていて、協働のまちづくり

についても並々ならぬ意欲をもって進めようと

されているなということはよくわかります。 

それで私の方から、あえて協働の概念いとい

いますかね、あるいは、ここの中で市民公益活

動という言葉を使っておりますけれども、その

公益活動の定義といいますかね、その部分を改

めて申し上げたというのは、一昨日の大道寺議

員の質問でもありましたように、例えばＮＰＯ

というのはそれぞれ目的を、たしか五つぐらい

目標を設定できるんですね。10幾つの分野の中

から選べるんですが、それによってされた法人

なわけですからそれ以外の部分についてはやは

り目的外だということで、これは税の対象にな

りますし、なかなかなじまない部分もあると思

うんですね。ただ、やはりどうしても市の方と

してはＮＰＯというともう錦の御旗みたいな感

じが、すごく感じるんです、答弁をお聞きして

いて。ＮＰＯまちづくりセンターの青木事務局

長の話なんか聞きますと、今どんどんどんどん

ＮＰＯふえていまして、２万以上あるそうです

ね。そのうちの７割ぐらいは非常に危ない、い

ろんな意味でのＮＰＯがあるんだというふうに

言っておられました。 

当然、長井市内のＮＰＯについてはそんなこ

とは一切ありませんし、大変立派な活動をなさ

っていますけれども、そこで必要なのは、協働

というのはどういうことなのか。あと、ＮＰＯ

は法人格を持っていますけれども、法人格のな

いＮＰＯというのはやはりあるわけですよね。

それが市民の公益に資するような活動、しかも

協働の理念を持ってしている団体というのはも

うＮＰＯと同じだと思うんですね。昨年の埼玉

県志木市で研修してきたときも、窓口業務なん

かはＮＰＯに任せていると。ただし、そのＮＰ

Ｏは法人格を持っていないＮＰＯもありなんで

すね。ですからそういう意味で、やはり大切な

のは法人格を持っているか持っていないかじゃ

なくて定義だろうなと。そういうふうにぜひそ

の辺を考えていただきたいなと。 

それによって、ＮＰＯの例えば今回の大阪狭

山市の例を挙げますと、いろんなＮＰＯの補助

金等、いろんな助成金等、委託料等がやってい

るところは、必ずしも法人じゃなくて、例えば

自治会であったり、あるいは通常の市民団体で

あったりというところが随分まちづくりの担い

手になっているという例がありましたので、ぜ

ひこの辺をお願いしたいなと。これはちょっと

注文みたいで、答弁は要りません。 

あと最後になりますけれども、最後の産業活

力の再生でありますけれども、ずっときのう、

おとといと一般質問の答弁を、今回12人という

ことで多かったものですから、いろんな立場か

ら質問されてその答弁をずっと聞いておりまし

て大変私も勉強になったんですが、例えばうち

の会長の蒲生光男議員からは、10年後、市役所

のイメージをどう描いているのかと市長に問い

ただしまして、それに対して市長は、10年後は
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職員、人件費でも今の半分にしたい、ただし税

収も減るだろうなというふうなイメージで考え

ておられるというお話がありました。 

 給与の問題とはまたちょっと違うのかもしれ

ませんが、国の方で今、国家公務員の給与の見

直しの中で、いわゆる地域の実情に合わせた給

与体系というのがあっていいんじゃないかとい

うような方向になっております。今回長井市で

は職務職階制を徹底させると「わたり」を廃止

したわけで、それに地域の実情に合わせたとい

うものが入ってくると、非常に職員としてはど

うなるんだろうなということで心配だろうなと

いうふうに思います。 

長井市の場合は、ラスパイレスというのは一

概に比較にはならないんですけれども、山形県

のようにラスパイレスが全国で10位ぐらいの位

置にある給与と、例えば県民所得が下から10番

目ですよね。全国で37番目か38番目ぐらいに位

置しているわけですから、それは明らかにちょ

っと実態と合わないなというのがあるんですが、

長井市の場合はもうラスパイレスは、地域の民

間企業と比べるとこれはまだ格差があるのかも

しれませんけれども、一般的な所得から見れば、

長井市のラスパイレス、随分低いんだと思うん

ですね。ですから、この辺は実情に合った給与

体系ももちろんつくらなければいけないんです

が、やはり士気が落ちないような、モラルが低

下しないような、ぜひそういう体系にもしてい

ただきたいと。 

そこでですね、さっきの市長の答弁になるん

ですが、「ただし税収も減るだろう」とおっしゃ

っているんですね。これは私はぜひ、「減るだろ

う」じゃなくて「税収も上げたい」と言ってい

ただきたいと思いますね。先ほどからしつこい

ようでありますけれども、地域の企業というの

はやはりもちろん成功している企業もいっぱい

あるわけですね。特にサービス業なんかでは、

もう県下でもすばらしい名立たる企業がいっぱ

いあるわけですし、もちろん製造業でも独自の

技術を持って大企業に負けないような企業はも

ちろんあるわけですけれども、それは一つの例

であって、やはり総体的に見たらあくまでも中

小企業で零細なわけですね。そうした場合、商

工会議所とか農協とかそういう経済団体を中心

に進めていただくというのはこれはもちろん基

本でありますけれども、もっと思い切った部分

でやはり行政としててこ入れすることも必要な

んじゃないかと。 

先ほど協働のことで行ってまいりました大阪

狭山市とか、去年行ってまいりました埼玉県志

木市とか、ああいったところはもう黙っていて

も税収に困らないところなんですよ。特に大阪

狭山市なんていうのは地場産業がないと言い切

っていましたから。５万7,000人の人口の市なん

です。ただし、大きい病院が四つありますよと。

今、近畿大学の医学部で1,200床の病院を建設中

だとおっしゃっていましたけれども、どんどん

どんどん大阪のベッドタウンで住宅開発が進む

そうなんです。そういうところは税収は上がる

でしょう。だけれども、長井のようなところは

黙ってていればどんどんどんどん地盤沈下して

しまうと。 

ですから私は、今回、行財政改革でどんどん

浮いたお金を住民福祉にはもちろん回さなけれ

ばいけないですけれども、その住民福祉を生み

出す元手というのは、やはり産業振興による税

収のアップが回るんだというのが基本だと思う

んですね。非常に自民党的な考えかもしれませ

んけれども、そこをぜひ何らかの、特に観光あ

たりは手を打てるんじゃないかと思います。こ

の見解をちょっとお伺いしたいと思います。市

長にお伺いしたいと思います。 

○佐々木謙二副議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 ご指摘のように私も税収を上げ

たいんです、それは。それはもう本当の本音の

本音でありますが、10年後等を見ますと少子高
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齢化でやはり人口が全体にやはり減っていくと。

2007年を境に日本全体も減っていくと。県も30

年後ぐらいには100万をどうするとかいうよう

なところがありますから、厳しい見通しをすれ

ばそうなるだろうと。でも、そうならないため

にどうするか。まさに内谷議員のご指摘のとお

りであります。 

やはり特色のある製造業にしっかりと根づい

てもらう。農業もこの地の主要な産業として根

づいてもらう。商業・サービス業にもしっかり

根づいてもらうと。お医者さんなんかどんどん

ふえるということはある意味では明るい兆しで

ありますし、やはりそういった実力もあるわけ

ですから、少なくとも数千人の町とは私は違っ

ていると思いますので、しっかりやはりやって

いかなければいけない。 

その中で、さっき言われましたように、観光

業も交流人口で、県の試算でいうと10万人観光

が来れば33億円で2,000人ぐらい定住人口だと。

それは40分の１ですから長井市がどうなるのか、

これはしっかりと計算してみなければわかりま

せんけれども、そういったこともあるわけです

から、そういったやはり全般的な産業、今まで

の製造業や農業やサービス業だけではなくて、

観光産業であるとかいろんな新たな産業の掘り

起こし等もご支援をしながら、税収を上げるよ

うに努力をしてまいりたいと思います。 

○佐々木謙二副議長 ２番、内谷重治議員。 

○２番 内谷重治議員 終わります。どうもあり

がとうございました。 

○佐々木謙二副議長 以上をもって一般質問は全

部終了いたしました。 

 
 
    散    会 

 
 
○佐々木謙二副議長 本日はこれをもって散会い

たします。 
ご苦労さまでした。 

 
午後 ０時００分 散会 
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